


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































㎡ 運動用敷地が２５，８４０㎡ となっている。校舎などの総面積は１９，８０３㎡ で、講義室のほ
か、工場等やゲストハウスなどがある。
　所有形態
新潟工科大学の土地は、学校法人新潟工科大学の所有地が約５割である。また、残り
の５割については柏崎市有地であり、柏崎市から無償借地している。
施設建物については、全て自己所有である。土地・建物とも、運営管理は学校法人新
潟工科大学が行っている。
　施設整備費
新潟工科大学の施設整備費は、土地造成日及び建築費の合計額は８１億２，６０３,１千円であ
る。
また、機械・器具備品、図書費等の設備・備品の合計額は３１億９，９００万円である。
　資金調達
１９９５年（平成７年）４月の開学時の施設整備費は、約１３０億円である。このうち、同盟
開会員企業（約５００社）と県内外の企業や個人からの寄付金（２，５００件）は２６億円、新潟
県からの出捐・寄付が５３億４千８百万円、県内の関係各市町村からの出捐・寄付の合計
額は５０億９千６百万円となっている。
なお、この市町村の出捐・寄付金の内訳については、一般に公開されていない。
　大学の概要
大学の概要は、次のとおりである（表６）。
　学生の状況
２００３年（平成１５年）４月１日現在、学生の定員については、それぞれ物質生物システ
ム工学科は５０名、情報電子工学科は８０名、機械制御システム工学科は６０名、建築学科は
５０名である。また卒業生は、開学依頼累計すると、学部は１，３５０名、大学院（MC・DC）
は５５名に達する。
　大学院の設置
１９９９年（平成１１年）３月、第１期入学生が卒業するにあたり、大学院の設置が準備さ
れ、第１期生の卒業と同時に、大学院修士課程が開設された。また、大学院の修士課程
が終了した２００１年（平成１３年）には博士課程が開設され、一段と研究教育体制の整備さ
れている。
－５８－
公民連携 PPP の新潮流
－５９－
新潟産業大学人文学部紀要　第１８号　２００７．２
４　地域への波及効果と自治体・企業との関わり
新潟工科大学の学生の生活や消費活動については、新潟産業大学とほぼ同様である。
新潟工科大学では、柏崎市民を対象に公開講座の実施や講演会の開催に力を注いでい
る。また、産学の共同による技術開発を行うため、インキュベータ施設（企業の育成・
支援施設）を設置し、地元企業からの技術相談などに応じられるようきめ細かな体制が
整えられている。
新潟県や大学所在地の柏崎市、また周辺関係市町村から多額の設置財源支援（寄付金）
を受けるほか、柏崎市からは大学用地の無償提供を受けるなど、新潟県・柏崎市および
周辺市町村から開学時に財政的に多大な支援を受けている。また柏崎市からは、周辺環
境施設等の整備（上下水道、ガス、排水路など）のほか、柏崎市長が理事に就任するな
ど、物的・人的支援を受けている。設立同盟会では、多額な大学設置財源を確保するた
め、寄付金の募集活動を中心とした協力・支援がなされてきた。
現在、この同盟会は改組転換され、産学交流会として再結成され、地元企業へのイン
ターンシップの実習生の受け入、卒業生に対する就職斡旋活動など、さまざまな観点よ
り大学への支援活動が行われている。
　　　　　　 表６　新潟工科大学の概要 ２００５．４．１現在
新潟工科大学
柏崎市大字藤橋１７１９所在地
学校法人　新潟工科大学法人名
永井　淳夫理事長
丹野　頼元学長
教職員数（専任）
教員数
 　５０名工学部
 　３４名事務職員
学生数
１，０５９名工学部
 　３５名大学院（MC・DC）
新潟県・柏崎市・ほか県内市町村出捐者・寄付者
県内外の民間企業等（個人を含む）
出所：前掲書、９５頁より作成
５　問題点と課題
新潟工科大学は、県内始めての工業大学として地元産業界より大きな期待が寄せられ
ている。その背景には、大学の設立にあたり、行政からの多額な出捐・寄付金だけでは
なく、民間企業など、県内外の約５００の企業が大学設立に賛同し、寄付金を拠出し、大学
運営を支えていることからもその期待の大きさがわかる。
このように協力・支援してき地域社会や企業の期待に対して十分に答えるためにも、
建学の精神である「未知の分野に果敢に挑戦する想像豊かな人材の育成」を図ることが、
新潟工科大学に与えられた使命である。
６　今後の方向と展望
新潟工科大学は、新潟県内の多くの企業から、優秀な人材の育成・県内企業への輩出
を期待されて設立された大学である。それに応えるため、新潟工科大学では、「物造りの
視点を重視した工学教育」を通じて、未知の分野に果敢に挑戦する創造性豊かな人材の
育成を目指している。１９９９年（平成１１年）３月に、初めての卒業生が社会に巣立ち、そ
の後も県内企業への就職指導が積極的に行われる中で、県内企業や県民の期待に十分に
応えることができる人材の輩出が望まれている。
今後とも、充実した施設を十分に活用し、どれだけ有為で優秀な人材が育成できるか、
真価が問われている。大学は、優れた教職員の確保し、その教育指導のもと、学生の薫
陶育成を図る一方、学生側はその期待に応えるべく絶えず努力をしていく必要がある。
（注）
各事例については、それぞれ取材・ヒアリング当時の各担当者等より、提供していた
だいた資料・データをもとに執筆している。
　新潟県長岡市信濃川テクノポリス開発機構の事例については、①出井信夫編著
『「公私協力方式」と「第３セクター方式」の研究　№２』（地域計画研究所、１９９８
年３月）の２部４章「新しいタイプの公私協力方式による第３セクター方式」２２５-
２３４頁。②博士学位論文『第３セクターの経営実態と今後のあり方に関する一考察―
実態分析に基づく地域政策論的研究―』の第６章「第３セクター方式の新たなタイ
プの出現」の論文を踏まえ、「本学２００５年度（平成１７年度）特別研究費」の研究助成
を受けて加筆した論文である。
　新潟県新潟市新潟観光コンベンション協会の事例については、①出井信夫編著
『「公私協力方式」と「第３セクター方式」の研究　№２』（地域計画研究所、１９９８
－６０－
公民連携 PPP の新潮流
－６１－
新潟産業大学人文学部紀要　第１８号　２００７．２
年３月）の２部４章「新しいタイプの公私協力方式による第３セクター方式」２３５-
２４２頁。②博士学位論文『第３セクターの経営実態と今後のあり方に関する一考察―
実態分析に基づく地域政策論的研究―』の第６章「第３セクター方式の新たなタイ
プの出現」の論文を踏まえ、「本学２００５年度（平成１７年度）特別研究費」の研究助成
を受けて加筆した論文である。
　新潟県柏崎市新潟産業大学の事例については、①出井信夫編著『「公私協力方式」
と「第３セクター方式」の研究　№１』（地域計画研究所、１９９６年５月）の２部２章
「新潟県・柏崎市の『公私協力方式』による高等教育機関」８３-９１頁。②博士学位論
文『第３セクターの経営実態と今後のあり方に関する一考察―実態分析に基づく地
域政策論的研究―』の第６章「第３セクター方式の新たなタイプの出現」の論文を
踏まえ、「本学２００５年度（平成１７年度）特別研究費」の研究助成を受けて加筆した論
文である。
　新潟県柏崎市新潟工科大学の事例については、①出井信夫編著『「公私協力方式」
と「第３セクター方式」の研究　№１』（地域計画研究所、１９９６年５月）の２部２章
「新潟県・柏崎市の『公私協力方式』による高等教育機関」９２-１００頁。②博士学位
論文『第３セクターの経営実態と今後のあり方に関する一考察―実態分析に基づく
地域政策論的研究―』の第６章「第３セクター方式の新たなタイプの出現」の論文
を踏まえ、「本学２００５年度（平成１７年度）特別研究費」の研究助成を受けて加筆した
論文である。

